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研究成果の概要（和文）：全体を通して、ドイツおよび日本の婚姻住居利用紛争に関する資料を網羅的に拾い上げると
いう計画を実施し、それをもとに諸点の比較法的分析を相当程度進めることができた。しかし、各分析を踏まえて、総
合的な日独の比較法的考察の研究成果を公表するという点は達成できなかった。今後２年内に、本研究計画を達成する
研究成果の公表を目指す。これを実行することが可能な程度まで研究は進んでいるので、当初の研究目的を達成するべ
く、今後も成果の公表に努める。

研究成果の概要（英文）：Through the whole, I carried out a plan to pick up the document about legal 
dispute about the marriage house in Japan and German cyclopedically and was able to push forward 
comparison legal analysis of many points based on it to a considerable degree. However, based on each 
analysis, the point to announce results of general research of the comparison legal consideration of 
Japan and Germany was not able to be accomplished. Within the next two years, I aim at the publication of 
results of research to achieve this study plan. I will act for publication of the result in future in 
order to achieve an original study purpose because the study advances to the degree that can carry this 
out.

研究分野：民事法（家族法）

キーワード： 婚姻住居　ドイツ家族法
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１） 婚姻共同生活を営むために必要な住
居（以下、婚姻住居という。）について、別
居時および離婚後の婚姻住居利用に関する
紛争に対応するために、ドイツは固有の法制
度を整備しているが、日本には固有の法制度
は存在しない。 
（２） ドイツでは、婚姻住居をめぐる紛争
への対応を家族法領域で規整している。すな
わち、以下のとおりである。 
① 別居時の婚姻住居利用紛争への対応 
は、ドイツ民法１３６１ｂ条が規整している。 
② 離婚後の婚姻住居利用紛争への対応 
は、家具令（２００８年の法改正により、家
具令は民法典に取り入れられて、ドイツ民法 
１５６８ａ条）が規整している。 
（３） 固有の法制度が存在しない日本では、
様々な紛争が生起している。すなわち、以下
のとおりである。 
① 財産権にもとづいて、婚姻中、別居（破 
綻）時あるいは離婚後には、次のような紛 
争がある。一方配偶者からの所有権にもと 
づく建物（婚姻住居）明渡し請求事件、一方
配偶者からの所有権にもとづく共有物（婚姻
住居）分割請求事件、および、一方配偶者に
よる建物（婚姻住居）賃貸借契約の合意解除
にもとづく家主からの建物明渡し請求事件
である。 
② 離婚時には、財産分与請求（民法７６８ 
条）事件のなかで対応する場合もある。 
（４） 日本では、近時の民法改正論議にお
いて、婚姻住居の法的保護の方策について指
摘されている。すなわち、法制審議会民法部
会の身分法小委員会が１９９４年に公表し
た｢婚姻制度等に関する民法改正要綱試案｣
において、婚姻住居について｢所有名義人の
一方的な処分により他の一方の配偶者の居
住が侵されないようにするための方策につ
いては、その夫婦の離婚の場合及び所有名義
人の死亡による相続の場合における他方配
偶者の居住の保護の方策とも併せて、今後の
検討課題とする｣と指摘している。 
 本研究が、様々な局面で生起している婚姻
住居をめぐる種々の紛争について、その対応
を考える手がかりを得て公表することは、議
論を進展させるとともに、将来的に、上記の
改正要綱試案でも触れている婚姻中におけ
る婚姻住居の処分権制限及び一方配偶者死
亡後の生存配偶者の婚姻住居利用の保護を
も視野に入れた研究につながるという背景
がある。 
 
２．研究の目的 
（１） 婚姻住居をめぐる紛争は、ドイツで
も日本でも類似の局面で生起する。すなわち、
別居時および離婚後の婚姻住居利用に関す
る紛争である。ドイツでは、民法の家族法領
域のなかに、婚姻住居をめぐる紛争に対応す
る固有の制度を整えている。他方、日本の家
族法には、婚姻住居をめぐる紛争に対応する

固有の制度は存在しない。そのために、上述
したように、日本では婚姻住居利用をめぐっ
て様々な紛争が生起している。 
（２） 本研究では、制度的対応の異なるド
イツ法および日本法の婚姻住居をめぐる紛
争を、戦後から現代に至るまで丹念に拾い上
げて分析を加え、ドイツ法と日本法との比較
法的研究を行う。ドイツと日本の紛争処理の
特色や動向を比較法的に考察することによ
り、婚姻住居利用に関する紛争対応を考える
手がかりを得ることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
（１） 平成２４年度および平成２５年度前
半は、主として、日本における婚姻住居をめ
ぐる紛争の分析を行い、その結果を論文にし
て公表する。平成２５年度後半および平成２
６年度前半は、主として、ドイツにおける婚
姻住居をめぐる紛争の分析を行い、その結果
を論文にして公表する。平成２６年度後半は、
それまで行った全分析を踏まえて、総括的な
日独の比較法的考察を行う。研究計画の全体
像としては、全３年度分を合わせた成果で研
究目的の到達を目指す。 
 具体的な方法としては、全３年間の研究期
間を通して、研究内容に沿った計画的な資料
収集および資料分析を行い、さらに、各年度
の到達目標に応じた分析結果の公表に努め、
最終年度には各分析結果を総括するような
考察を行う。最終年度には、研究の小活とし
て全体的な考察の概要の公表を行い、次年度
に全研究を総括する論文公表に努める。 
（２） 本研究では、日本法およびドイツ法
における婚姻住居をめぐる紛争について、多
数の関連する紛争資料を収集して整理し、そ
して分析を加えて、その結果を公表し、最終
的に総合的な考察に到達する計画である。 
 したがって、毎年度、取り組む内容は異な
るものの、取り組み作業の流れは、同一のペ
ースで進めることを計画した。その流れは、
毎年度、４～７月は資料読み・分析→８月中
に学内外で集中的な資料収集→８～９月は
論文作成→10 月初旬に論文公表→１０～１
月は資料読み・分析→2 月中に学内外で集中
的な資料収集→２～３月は論文作成→４月
初旬に論文公表である。 
（３） 各年度の取組内容は、以下のとおり
である。 
① 平成２４年度前半は、婚姻住居をめぐ 
る紛争を事件類型ごとに拾い上げて、件数 
の推移や時代の経過による紛争の特徴な 
どに着目して概括的な分析を行い、その結 
果を論文にして公表する。  
 夏の資料収集では、後半の研究にそなえ 
て、日本法の婚姻住居をめぐる具体的な紛 
争（財産権にもとづく事件の裁判例）資料 
の網羅的な収集を中心に行う。 
 平成２４年度後半は、夏に収集した資料を
もとにして、日本の婚姻住居をめぐる財産権
にもとづく紛争について、事件類型ごとに分



析を行い、その結果を論文にして公表する。 
 冬の資料収集では、平成２５年度前半の研
究にそなえて、日本法の紛争資料（財産分与
事件の裁判例）の網羅的な収集を中心に行う。 
② 平成２５年度前半は、平成２４年度冬に
収集した資料をもとにして、日本の婚姻住居
をめぐる財産分与請求権（民法７６８条）に
もとづく紛争を分析し、その結果を論文にし 
て公表する。 
 夏の資料収集では、後半の研究にそなえ 
て、ドイツ家族法の関連資料（離婚後の紛 
争に関する裁判例）の網羅的な収集を中心 
に行う。 
 平成２５年度後半からは、ドイツにおけ 
る紛争の分析に入る。ドイツでは、婚姻住 
居をめぐる利用関係については、制度上、 
別居時および離婚後の紛争ごとに固有の 
対応が行われている。したがって、別居時 
の紛争と離婚後の紛争とを分けて、平成２ 
４年度後半は、より長期にわたり運用され 
てきた離婚後の婚姻住居利用をめぐる紛 
争について分析を行い、その結果を論文に 
して公表する。 
 冬の資料収集は、平成２６年度の研究にそ
なえて、ドイツ家族法の関連資料（別居時の
紛争に関する裁判例）の収集を中心に行う。 
③ 平成２６年度前半は、ドイツにおける 
別居時の婚姻住居利用をめぐる紛争につ 
いて分析を行い、その結果を論文にして公 
表する。 
 夏の資料収集は、後半の研究にそなえて、 
日独の比較法的考察のために必要な補充 
的な資料探しを行う。 
 平成２６年度後半は、これまでの各分析 
を踏まえて、総合的な日独の比較法的考察 
を行う。ただし、各分析を踏まえた考察は 
ボリュームがあると予想されるので、平成 
２６年度後半の公表は、小活として全体的 
な考察の概要を内容とし、引き続き、半年 
なり 1 年をかけて全研究を総括する論文公 
表に努めることを予定した。 
 
４．研究成果 
（１） 全体を通して、ドイツおよび日本の
婚姻住居利用紛争に関する資料を網羅的に
拾い上げるという計画を実施し、それをもと
に諸点の比較法的分析を相当程度進めるこ
とができた。しかし、成果を公表するという
点では、平成２３年３月に発生した東日本大
震災に関する研究上の対応等のために、殆ど
果たすことができなかった。この点について、
本研究採択時の研究計画調書では、やむを得
ずペースに遅れが出た場合は、論文の公表を
先送りにして、研究計画の最終年度（平成２
６年度）先２年内には、目標を達成する全考
察の公表を目指す、とある。これを実行する
ことが可能な程度まで研究は進んでいるの
で、当初の研究目的を達成するべく、今後も
成果の公表に努める。各年度に得られた成果
は、次のとおりである。 

（２） 平成２４年度の成果 
① 前半は、婚姻住居をめぐる紛争を事件類
型ごとに拾い上げて、件数の推移や時代の経
過による紛争の特徴などに着目して概括的
な分析を行った。その成果を、雑誌論文「婚
姻住居利用をめぐる紛争解決の課題―ドイ
ツ法に依拠した見地から―」として公表する
ことができた。 
 夏の資料収集は計画どおり、日本法の婚姻
住居をめぐる具体的な紛争資料（財産権にも
とづく事件の裁判例）の網羅的な収集を行う
ことができた。 
② 後半は、夏に収集した資料をもとにして
事件類型ごとに分析を行ったが、東日本大震
災に関する秋の学会報告を優先させたため
に、本研究については分析結果を論文にして
公表するまでには至らなかった。 
 冬の資料収集は計画どおり、日本法の紛争
資料（婚姻住居をめぐる財産分与請求権（民
法７６８条）にもとづく事件の裁判例）の網
羅的な収集を行うことができた。 
（３） 平成２５年度の成果 
① 前半は、平成２４年度に収集した資料
（財産分与請求権にもとづく事件の裁判例）
を整理し、ある程度分析することはできたが、
その分析結果を論文にして公表できるほど
までに十分な検討を加えることができなか
った。 
 夏の資料収集は、ドイツ家族法の関連資料
（ドイツにおける離婚後の婚姻住居利用を
めぐる事件の裁判例）の網羅的な収集を、ほ
ぼ計画どおりに行った。資料整理については、
十分でない点があった。 
② 後半は、平成２５年度および平成２６年
度前半に計画していた日本法に関する論文
執筆に遅れが出ていたために、計画していた
ドイツにおける離婚後の婚姻住居利用をめ
ぐる紛争についての分析を進めることがで
きなかった。 
 後半に予定していた資料収集については、
ほぼ計画どおり、ドイツ家族法の関連資料
（ドイツにおける別居時の婚姻住居利用を
めぐる事件の裁判例）の収集を行い、資料整
理も行った。資料整理の仕方については、日
独の比較法的分析をするためには十分でな
い点があった。 
（４） 平成２６年度の成果 
 平成２５年度において遅れていたドイツ
における離婚後および別居時の婚姻住居利
用をめぐる紛争についての分析をある程度
進めることができた。しかし、日本とドイツ
の各種の紛争に関する分析を踏まえて、総合
的な日独の比較法的考察を行う最終目標に
は手が届かなかった。 
 これまで、各種の文献収集はほぼ計画どお
りに進めてきたが、文献整理の仕方について
は、日独の比較法的考察を行うためには不十
分な点があり、相当の時間を費やして文献整
理をやり直した。今後の論文執筆のために、
文献収集および整理の点では、ほぼ十分な体



制を得ることができた。  
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